
本⼈確認記録（例） 
本様式例は、「不動産業における犯罪収益移転防止及び反社会的勢力による被害防止のための連絡協議会」において刊行されている「宅地建物取

引業における犯罪収益移転防止のためのハンドブック」（平成 20 年 2 月）に収録されているものです。 

(保存期間：7 年) 

本人確認記録（犯罪収益移転防止法第 6 条、同法施行規則第 10 条第 1 項） 
 
売 主 ・ 買 主                              No.     
 
本人確認を行った者 （氏名） 

本人確認記録の作成者 （氏名） 
 

本
人
特
定
事
項 

個人の氏名及び住所※ 
（国、地公体等の場合を含む） 

フリガナ  

氏 名 （生年月日） 

（住 所）  

法人の名称及び本店又は 
主たる事務所の所在地※ 

フリガナ  

名 称  

（所在地）  

代理人・法人の 
取引担当者の氏名及び住所※ 

フリガナ  

氏 名 （生年月日） 

（住 所）  

法人・代理人取引における顧客等との関係

又は国等との取引における取引者の関係 
 

通称 
（その理由） 

 

 
取引の種類  
 

本
人
確
認
方
法 

・ 

本
人
確
認
書
類 

来
店
受
付 

窓口で確認 受付日時（確認日時）  年   月   日（  ）  時  分 
本人確認書類※ 
（名称                             ）

郵送で確認 受付日         年   月   日（  ） 
本人確認書類※ 
（名称                             ）

取引文書等の送付日   年   月   日（  ） 

郵
送
受
付 

 郵送受付日       年   月   日（  ） 
本人確認書類※ 
（名称                             ）

取引文書等の送付日   年   月   日（  ） 
補足書類※   
変更・追加事項  
 

 
（参考）   取引記録（犯罪収益移転防止法第 7 条、同法施行規則第 14 条） 
本人確認記録の通し番号等  

取引の年月日 年      月      日 

取引の種類（取引形態）  

取引に係る財産の価額  

財産の移転元又は移転先の名義  
※犯罪収益移転防止法第 7 条に基づく取引記録の記載事項は、宅地建物取引業法第 49 条に基づく帳簿（いわゆる取引台帳）の記載事項で網羅さ

れていると考えられますが、両者の記載事項には若干の差異がありますので、記載漏れのないよう十分にご注意願います。 



本⼈確認記録（記載要領） 
 
１．「本⼈確認を⾏った者」、「本⼈確認記録の作成者」の欄 

（１）「本人確認を行った者」欄には、窓口で実際に本人確認を行った者の氏名を記載する。 
（２）「本人確認記録の作成者」欄には、本人確認記録の作成者の氏名を記載する。 

 
２．「本⼈特定事項」の「代理⼈・法⼈の取引担当者の⽒名及び住所」、「法⼈・代理⼈取引における顧

客等との関係⼜は国等との取引における取引者の関係」および「通称（その理由）」欄 
（１）「代理人・法人の取引担当者の氏名及び住所」欄には、法人取引の場合、代表者又は現に取引の任にあた

っている者の本人特定事項を、代理人取引の場合、代理人の本人特定事項を記載する。 
（２）「法人・代理人取引における顧客等との関係又は国等との取引における取引者の関係」欄には、法人であ

れば当該法人と代表者等との関係、たとえば「開発部」などと、国であれば「○○省○○課」等と記入す

る。 
（３）「通称（その理由）」欄には、通称名と通称名とする理由を記載する。 

 
３．「取引の種類」欄 

顧客等の本人確認を行った取引の種類を記載する。 
 
４．「本⼈確認⽅法・本⼈確認書類」欄 

（１）来店受付の場合 
①顧客等が、運転免許証、健康保険証等、当人しか所持し得ない書類を持参した場合には、「窓口で確認」

欄に、受付日時（＝確認日時）および本人確認書類（名称（略称または番号でも可）および記号番号そ

の他の当該本人確認書類を特定する事項。以下同じ。）を記載する。 
（例：運転免許証であれば「運転免許証」の旨および番号、健康保険証であれば健康保険組合の名称およ

び番号、外国人のパスポートであればその国名および発行番号） 
②顧客等が、住民票の写し等、第 3 者でも入手可能な書類を持参した場合には、「郵送で確認」欄に、受

付日、本人確認書類及び取引文書等の送付日（取引文書等を直接顧客等に持参した場合には、その持参

し交付した日。以下同じ。）を記載する。 
（２）郵送受付の場合 

顧客等からの本人確認書類の受付日および取引文書等の送付日 
（３）「補足書類」欄には、本人確認書類上の住居と現住居が異なる場合には、補足書類で、現住居等を確認で

きることになっているため、その補足書類の名称、記号番号等を記載する。 
また登記していない事務所との取引や国等（人格のない社団・財団等を除く。）との取引の場合におい

て、補足書類上の所在地に取引文書等を送付するときは、名称、所在地および補完書類の名称・記号番号

等を記載する。 
 
５．「変更・追加事項」欄 

顧客等の本人確認事項に変更・追加事項があれば付記する。なお、この欄に記載した事項に再度、追加・変

更した場合には、当該事項を消去して差し支えない。 
 

（注）本人確認記録上の「※」印については、本人確認書類（写しを含む）、補足書類もあわせて保存する場合

には、転記不要な項目である。 
（注）「No.   」欄は本人確認記録の保存のための番号を記入。取引記録の本人確認記録を検索するための

事項となります。 
 

本人確認書類写し添付欄 
 
 

写し 

 
 

 


